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兼松コミュニケーションズ株式会社との業務提携に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社の主要株主である筆頭株主の兼松コミュニケーシ

ョンズ株式会社（以下「兼松コミュニケーションズ」といいます。）とリユースモバイル事業に関

する業務提携契約を締結することを決議いたしましたので、以下のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．業務提携の理由 

2019年 10月 23日付「兼松コミュニケーションズ株式会社による日本テレホン株式会社株式（証

券コード 9425）の買付けに関するお知らせ」の通り、兼松コミュニケーションズは当社株式を取

得し、当社の主要株主である筆頭株主となりました。 

当社は、兼松コミュニケーションズが当社筆頭株主となったことをうけて、両社の主力事業で

ある移動体通信事業および、当社が注力するリユースモバイル事業に関して、兼松コミュニケー

ションズと業務提携に向けた協議を重ねて参りました。 

協議の結果、リユースモバイル事業に関して、日本テレホンが有する専門知識や蓄積された経

験と、兼松コミュニケーションズが有する顧客基盤を連携させることで、両社の業績の向上及び

業容の拡大発展が可能であるとの判断から、本業務提携を締結する運びとなりました。 

 

 

２．業務提携の内容 

本業務提携の概要は、以下の通りであります。 

（1） 兼松コミュニケーションズが有する法人顧客への「リユースモバイル商材（中古スマート

フォン・タブレット等）」の端末提供ならびに付帯サービス提供 

（2） 当社が有するリユースモバイル端末の買取連携パッケージを提供することによる、法人サ

ービスプラットフォームの強化、ならびに顧客接点づくりと顧客満足度の向上 

（3） 当社がリユースモバイル事業で培った業務オペレーションを活用した店舗向けリユース

サービスパッケージ提供 

（4） 人事交流によるリユースモバイルビジネスの新たな機会創出 

（5） その他リユースモバイル事業に関連する事項、および両社が合意した事項の推進 
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３．業務提携の相手先の概要 

（1） 名          称 兼松コミュニケーションズ株式会社 

（2） 所 在 地 東京都渋谷区代々木三丁目 22番７号 

（3） 代 表 者 の 役 職 氏 名 代表取締役社長 菊地 孝 

（4） 事 業 内 容  移動体通信機器及び関連機器の販売 

（5） 資 本 金 1,425百万円 

（6） 設 立 年 月 日 1974年４月３日 

（7） 大株主及び持ち株比率  兼松株式会社 100％ 

（8） 
上 場 会 社 と 当 該 会 社  

と の 間 の 関 係  

資 本 関 係 主要株主である筆頭株主 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 移動体通信機器に関する仕入等 

関 連 当 事 者 へ 

の 該 当 状 況  
該当事項はありません。 

（9） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2017年 3月期 2018年 3月期 2019年 3月期 

 純 資 産 7,581百万円 11,444百万円 12,163百万円 

 総 資 産 41,170百万円 74,997百万円 70,683百万円 

 売 上 高 129,694百万円 239,266百万円 233,134百万円 

※当該会社は非公開会社であり、１株当たりの純資産、各利益、１株当たり配当金については

非公開を求められており記載しておりません。 

 

 

４．日程 

（1） 取 締 役 会 決 議 日  2019年 12月 20日 

（2） 契 約 締 結 日 2019年 12月 20日 

（3） 事 業 開 始 日 2019年 12月 20日 

 

 

５．今後の見通し 

 本件は、当社にとってリユースモバイルにおける事業規模の拡大に寄与すると共に、その提携

効果は中長期的な両社の企業価値向上に資するものと考えておりますが、今期の業績に与える影

響は軽微なものと見込んでおり、今後、業績に重大な影響を与えることが明らかになった場合に

は、速やかに開示いたします。 

 

 

以 上 


